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生物多様性 biodiversityとは？

• 地球上の生物に見られる個性とつながりを表す言葉。

• ギリシャ語の生命biosと英語の多様性diversityを組み合わせた造語。

• 1992年に「生物多様性条約」が採択され、「地球サミット」（国連環境
開発会議）で署名。 1993年に発効。

• 同条約の目的（第1条）は、生物多様性の保全と持続可能な利用、
遺伝資源の利用から生じる利益の公正で衡平な配分

生物多様性という言葉の大阪府民認知度：

大阪府民アンケート結果： 16.9％（2008年度）⇒18.0％ （2020年度）

「大阪府生物多様性地域戦略」 (2022年3月) より

• 同条約による生物多様性の定義（第2条）：

★生物多様性とは、すべての生物の間の変異性をいうものとし、

種内の多様性（=遺伝的多様性）；種間の多様性（=種の多様性）；
生態系の多様性を含む
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生物多様性のもたらす生態系サービス
（生態系の公益的機能）

供給サービス

衣食住・医薬品などに関わる、有形・有用な資源を提供する

文化的サービス

文学・芸術・教育・観光・癒し・バイオミメティクスなど、文化
的・精神的基盤や恩恵、技術開発のヒントなどをもたらす

調整サービス

気候の調整、洪水の抑制、有害生物の拡大防止など、
環境や他の生物からの悪影響を緩和する

基盤サービス（生物多様性を支える上位のサービス）

食物連鎖による物質の循環、光合成による酸素の供給な
ど、生態系の基盤となる機能を提供する



➢ IUCN（国際自然保護連合）のレッドリスト掲載種は10年余りで2倍以上増加した。

4

生物多様性の現状

生物多様性の減少が止まらない！

公表年 絶滅 野生絶滅 絶滅危惧 合計

2009年 809種 66種 17,291種 18,166種

2021年 897種 79種 40,084種 41,060種

増加率 1.11倍 1.20倍 2.32倍 2.26倍

公表年 絶滅 野生絶滅 絶滅危惧 合計

2007年 120種 12種 3,155種 3,287種

2020年 110種 14種 3,716種 3,840種

増加率 0.91倍 1.17倍 1.18倍 1.17倍

➢ 環境省のレッドリスト掲載種も増加傾向が続いている。



生物多様性の危機要因

• 日本における生物多様性の４つの危機：
（「生物多様性国家戦略」より）

①開発など人間活動による危機
・開発による自然環境の減少、乱獲・密猟・盗掘など

②自然に対する働きかけの縮小による危機
・里地里山の二次的自然の変化、野生獣の増加など

③人間により持ち込まれたものによる危機
・外来生物や農薬、環境ホルモンの影響など

④地球環境の変化による危機
・地球温暖化、水害・土砂災害の多発、海洋の酸性化による影響など

※上記の「４つの危機」は次期国家戦略に引き継がれる見込み！



これまでに策定された２つの「世界目標」は

いずれも達成できなかった！

➢ 「愛知目標」 （2010年のCOP10で採択）：

2050年ビジョンとして「自然と共生する世界」※を掲げ、2020年ま
での20の個別目標が設定された。しかし、愛知目標も地球規模生
物多様性概況第５版（GBO5；2020年）において、20の個別目標で完
全に達成できたものはないとされた。

➢ 「2010年目標」 （2002年のCOP6で採択）：

ほとんど達成できず、地球規模生物多様性概況第3版（GBO3 ；
2010年）で 「このまま損失が続けば、生態系が自己回復できる限界
値である「転換点」を超え、生物多様性の劇的な損失とそれにとも
なう生態系サービスの劣化が生じる恐れがある」とされた。

※2050年までに生物多様性が評価され、保全され、回復され、そして賢明に
利用され、それによって生態系サービスが保持され、健全な地球が維持され、
すべての人々に不可欠な恩恵が与えられる世界を構築する。



戦略計画・「愛知目標」 2011-2020

戦略目標A（目標１～４）
政府と社会において生物多様性を主流化することにより、生物多様性の損失
の根本原因に対処する。

戦略目標B （目標５～10）
生物多様性への直接的な圧力を減少させ、持続可能な利用を促進する。

戦略目標C（目標11～13）
生態系、種および遺伝子の多様性を守ることにより、生物多様性の状況を改
善する。

戦略目標D （目標14～16）
生物多様性及び生態系サービスから得られる全ての人のための恩恵を強化
する。

戦略目標E （目標17～20）
参加型計画立案、知識管理と能力開発を通じて実施を強化する。

2050年ビジョン「自然と共生する世界｝：生物多様性が評価され、保全され、回復
され、そして賢明に利用され、それによって生態系サービスが保持され、健全な
地球が維持され、すべての人々に不可欠な恩恵が与えられる世界を構築する



新世界目標のトピックス

➢ 保全関係：30by30目標、劣化した自然地域の30％再生、外来種定着の半減
➢ ビジネス・主流化関係： ビジネスにおける影響評価・情報公開の促進
➢ 自然を活用した解決策（NbS）関係：自然が持つ調整力を減災等に活用
➢ レビューメカニズム関係：COP16までに国家戦略を改定、COP17で進捗レ
ビューの実施を含むモニタリングの枠組を決定

（環境省第6回生物多様性国家戦略小委員会資料より抜粋）8

「昆明－モントリオール生物多様性枠組」
昨年12月にCOP15が閉幕、待望のポスト愛知目標が採択された！

会議結果のポイント

・2022年12月7日～19日にカナダ（モントリオール）で開催。（議長国：中国）
・2030年までの新世界目標「昆明-モントリオール生物多様性枠組」が採択。
・資源動員については、2023年に地球環境ファシリティ（GEF）※の中に「グロー
バル生物多様性枠組資金」を設置することになった。
・遺伝資源に係る塩基配列情報（DSI）の利用に係る利益配分については、多
数国間メカニズムを設置することとし、その詳細は公開作業部会を設置して
COP16に向けて多数国間メカニズム以外の方策も含め検討することになった。
※生物多様性条約を含む5つの環境関連条約の資金メカニズムとして世界銀行に設置されている信託基金



➢ 「2050年ビジョン」：愛知目標と同じ「自然と共生する世界」
➢ 「2030年ミッション」：自然を回復軌道に乗せるために生物多様
性の損失を止め反転すること（「ネイチャーポシテイブ」）を掲げ、
達成ための23項目からなる「2030年ターゲット」が示された。

➢ A～Kの11のセクションから構成される。
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「昆明－モントリオール生物多様性枠組」の構造

セクションA．背景：生物多様性の急激な減少の背景に社会の価値観・行動がある
セクションB．目的：社会全体の関与によりネイチャーポジティブを実現
セクションC．枠組の実施についての考慮事項：18項目

セクションD．持続可能な開発のための2030アジェンダとの関係
セクションＥ．変化の理論
セクションＦ．2050年ビジョン及び2030年ミッション：上記参照
セクションＧ．2050年グローバルゴール：4項目からなる
セクションＨ．2030年グローバルターゲット：23項目からなる（上記参照）

セクション Ｉ．実施及び支援のメカニズムと実現条件
セクションＪ．責任と透明性
セクションＫ．広報、教育、啓発及び取り組み

（環境省第6回生物多様性国家戦略小委員会資料より）



（第6回生物多様性国
家戦略小委員会資料）



R4 第2回OECM
検討会資料



2030年ターゲット

(1)生物多様性への脅威を減らす

１.すべての地域を参加型・統合的で生物多様性に配慮した空間計画下及び
/又は効果的な管理プロセス下に置く
２.劣化した生態系の30%の地域を効果的な回復下に置く
３.陸と海の少なくとも30%を保護地域とOECMにより保全(30by30目標）
４.絶滅リスクを大幅に減らすために緊急の管理行動を確保、人間と野生生
物との軋轢を最小化
５.乱獲を防止するなど、野生種の利用等が持続的かつ安全、合法なものに
する
６.侵略的外来種の導入率及び定着率を50%以上削減
７.環境中に流出する過剰な栄養素の半減、農薬及び有害性の高い化学物
質による全体的なリスクの半減、プラスチック汚染の防止・削減
８.自然を活用した解決策/生態系を活用したアプローチ等を通じた、気候
変動による生物多様性への影響の最小化

「昆明－モントリオール生物多様性枠組」の構造

23項目からなる新世界目標の2030年ターゲットは、愛知目標と比べ、より具体的
になり、数値目標をともなうものも増えた。

※赤字は数値目標，
青字は定性目標



2030年ターゲット

（2)人々のニーズを満たす

９.野生種の管理と利用を持続可能なものとし、人々に社会的、経済的、環
境的な恩恵をもたらす
10.農業、養殖業、漁業、林業地域が持続的に管理され、生産システムの
強靭性及び長期的な効率性と生産性、並びに食料安全保障に貢献
11.自然を活用した解決策/生態系を活用したアプローチを通じた、自然の
寄与(NCP)の回復、維持、強化
12.都市部における緑地・親水空間の面積、質、アクセス、便益の増加、及
び生物多様性を配慮した都市計画の確保
13.遺伝資源及びデジタル配列情報(DSI)に係る利益配分の措置をとり、ア
クセスと利益配分(ABS)に関する文書に従った利益配分の大幅な増加を促
進

「昆明－モントリオール生物多様性枠組」の構造

23項目からなる新世界目標の2030年ターゲットは、愛知目標と比べ、より具体的
で数値目標をともなうものも増えた。

※赤字は数値目標，
青字は定性目標



2030年ターゲット

(3)ツールと解決策①

14.生物多様性の多様な価値を、政策・方針、規制、計画、開発プロセス、
貧困撲滅戦略、戦略的環境アセスメント、環境インパクトアセスメント及
び必要に応じ国民勘定に統合することを確保
15.事業者（ビジネス）が、特に大企業や金融機関等は確実に、生物多様性
に係るリスク、生物多様性への依存や影響を評価・開示し、持続可能な消
費のために必要な情報を提供するための措置を講じる
16.適切な情報により持続可能な消費の選択を可能とし、食料廃棄の半減、
過剰消費の大幅な削減、廃棄物発生の大幅削減等を通じて、グローバルフ
ットプリントを削減
17.バイオセーフティのための措置、バイオテクノロジーの取り扱いおよび
その利益配分のための措置を確立

「昆明－モントリオール生物多様性枠組」の構造

23項目からなる新世界目標の2030年ターゲットは、愛知目標と比べ、より具体的
で数値目標をともなうものも増えた。

※赤字は数値目標，
青字は定性目標



2030年ターゲット

(3)ツールと解決策②

18.生物多様性に有害なインセンティブ（補助金等）の特定、及びその廃止
又は改革を行い、少なくとも年間 5,000億ドルを削減するとともに、生物
多様性に有益なインセンティブを拡大
19.あらゆる資金源から年間2,000億ドル動員、先進国から途上国への国際
資金は2025年までに年間200億ドル、2030年までに年間300億ドルまで増加
20.能力構築及び開発並びに技術へのアクセス及び技術移転を強化
21.最良の利用可能なデータ、情報及び知識を、意思決定者、実務家及び一
般の人々が利用できるようにする
22.先住民及び地域社会、女性及び女児、こども及び若者、障害者の生物
多様性に関連する意思決定への参画を確保
23.女性及び女児の土地及び自然資源に関する権利とあらゆるレベルで参
画を認めることを含めたジェンダーに対応したアプローチを通じ、ジェン
ダー平等を確保

「昆明－モントリオール生物多様性枠組」の構造

23項目からなる新世界目標の2030年ターゲットは、愛知目標と比べ、より具体的
で数値目標をともなうものも増えた。

※赤字は数値目標，
青字は定性目標



次期生物多様性国家戦略案の概要

第1部 戦略

基本戦略１

生態系の健全性
の回復

（行動目標）
・30by30 (国立・
国定公園等OECM)
・自然再生
・汚染、外来種対
策等
・希少種保全

基本戦略２

自然を活用した
社会課題の解決

（NbS）

（行動目標）
・自然活用地域づく
り
・気候変動対策
・再生可能エネルギ
ー導入における配慮
・鳥獣との軋轢緩和

基本戦略４

生活・消費活動
における生物多
様性の価値の
認識と行動

（行動目標）
・環境教育の推進
・ふれあい機会の
増加
・行動変容
・食品ロス半減

基本戦略３

ネイチャー
ポジティブ経済

の実現

（行動目標）
・事業活動での負
の影響削減・情報
開示
・技術サービス支
援
・持続可能な農林
水産業の推進

基本戦略５

生物多様性に係
る取組を支える
基盤整備と国際

連携の推進
（行動目標）
・基礎調査・モニ
タリング
・データ・ツール
の提供
・計画策定支援
・資源動員の強化
・国際協力

【位置づけ】新たな世界目標「昆明･モントリオール生物多様性枠組」に対応し、生物多様性･
自然資本（＝地球の持続可能性の土台・人間の安全保障の根幹）を守り活用するための戦略

2030年に向けた目標：ネイチャーポジティブ（自然再興）の実現

2050年ビジョン『自然と共生する社会』

第2部 行動計画

５つの基本戦略の下に25ある行動目標ごとに、関係省庁の関連する施策を掲載

基本戦略ごとにあるべき姿(15の状態目標）、なすべき行動(25の行動目標)、各目標ごとに指標

第6回生物多様性国
家戦略小委員会資料
）



（第6回生物多様性国
家戦略小委員会資料）



（第6回生物多様性国
家戦略小委員会資料）



（第6回生物多様性国
家戦略小委員会資料）



（第6回生物多様性国家
戦略小委員会資料）



OECMの検討状況 OECMと自然共生サイト

2030年までに世界の陸
域・海域のそれぞれ30％
以上を自然保護地域とす
る「30by30目標」はOECM 
(Other Effective area-
based Conservation 
Measures）が、この数値目
標の達成のための重要な
手段のひとつとして期待さ
れ、環境省のOECM検討
会（通称）で日本でも制度
化に向けた検討が行われ
ている。

（R4第2回OECM検討会資料より）

※自然共生サイト：民間の取
組等によって生物多様性の
保全が図られている区域。保
護地域内外を問わない（右図
参照）



今年度は、民間の取組等により生物多様性の保全が図られている区域「自然
共生サイト」について、試行版審査委員会※を設置して、申請のあった前期23箇
所、後期33箇所の認定が行われた。

（R4第2回OECM検討会資料より）

※試行版審査委員会：
認定基準や審査プロセ
スを試行的に運用し、
現実に運用した場合に
どのような課題がある
かを洗い出し、令和５
年度からの本格運用
に向けて必要な修正を
行うため、「自然共生
サイト」の試行審査（前
期、後期）を実施

OECMの検討状況 自然共生サイトの試行認定



（R4第１回OECM
検討会資料）

「自然共生サイト」として試行的に認定された区域は、広大な野鳥保護区や大学の
研究林、企業の森から、保育園のビオトープや都市域の再生緑地まで含まれる。



（R4第2回OECM検討会資料より）



OECMの検討状況 インセンティブと貢献証書制度

「30by30に係る経済的インセンティブ等検討会」では「貢献証書制度」の検討が
行われている。これは、自然共生サイト認定を受けた土地の維持管理等に要す
るコストや人材不足等に対して第三者が支援する場合に、インセンティブとして
その支援行為を認証するもので、地域社会、投資家等への対外的PRになり、
TNFD等への対応も視野に入れている。

（R4第2回OECM検討会資料より）



（R4第2回OECM検討会資料）

OECMの検討状況 貢献証書制度のイメージ



１ 「食べよう」 地元でとれたものを食べ、旬のもの
を味わいます

２ 「ふれよう」 自然の中へ出かけ、動物園、水族
館や植物園などを訪ね、自然や生きものにふれます

３ 「伝えよう」 自然のすばらしさや季節の移ろいを
感じて、写真や絵、文章などで伝えます

４ 「守ろう」 生きものや自然、人や文化との「つな
がり」を守るため、地域や全国の活動に参加します

５ 「選ぼう」 エコラベルなどが付いた環境にやさし
い商品を選んで買います

生物多様性の主流化：
いくつかの話題①

MY行動宣言

生物多様性の主流化の中で、消費者として
の市民の役割は大きい。国連生物多様性の
10年日本委員会は、「MY行動宣言」推進の
取組の中で、ひとりひとりが生物多様性の恵
みについて、食べる、ふれる、伝える、守る、
選ぶことが大切とし、どれかひとつでも今日
から行動しましょう！と呼びかけた。



長年、市民に親しまれてきた校庭や街路樹
のアカギの古木を切るべきか、守るべきか・
・・世界自然遺産に登録された奄美大島で、

市が頭を悩ませている。

地域のシンボルツリー・歴史の証左として存
続をのぞむ学校関係者や地域住民も多い一
方で、自然植生の中で幼木が目立つように
なってきて、「日本の侵略的外来種ワースト
100」のアカギを駆除すべきとの声もある。

※朝日新聞 2023年2月25日夕刊の記事
（執筆：神田和明・野崎健太）より

生物多様性の主流化：
いくつかの話題②

市民の選ぶ力は大きい

生物多様性の主流化が進むと、
身近な自然のありようについて
も、生物多様性の観点から、市
民の間で議論するようになるこ
とが期待される。市民の生活者
としての選択がネイチャーポジ
ティブ社会の推進力になる。

アカギ （トウダイグサ科）

高さ25ｍになる半常緑高木。
沖縄などに自生し、小笠原諸島
や奄美群島に導入された「国内
外来種」。日本の「侵略的外来種
ワースト100」に選定。
小笠原では、在来植物と競合、駆
逐し、在来動物の生息環境を改
変し、影響を与えている。

シンボルツリー 切る？守る？

外来種の古木 悩む世界自然遺産の島



環農水研生物多様性センターはＭＢＳ
テレビ「関西ジャニ博」と共同で、道頓
堀川でのニホンウナギの生息調査を
行い、11個体の捕獲に成功。
同番組の中で、環境DNAの調査、耳

石の解析、大阪自然史博での標本作
成の様子なども放映された。
環農水研は同所と連携して絶滅危惧
種ニホンウナギを捕獲し、大阪の環境
改善や生態系への社会の関心を高め
た真摯な番組制作姿勢に敬意を表し、
㈱MBS放送と㈱MBS企画に感謝状を
贈呈した。

（2023年1月6日にプレスリリース）

生物多様性の主流化：
いくつかの話題③

マスコミの伝える力は大きい

バラエティ番組も、生物多様性の
観点が加われば、多くの視聴者に
その保全と利用の大切さを届ける
ことができる。そのためには、番組
作りの現場に生物多様性に精通し
たスタッフの存在が欠かせない。

㈱毎日放送の虫明社長に
感謝状を贈呈。2023.3.1
㈱毎日放送（右上）と㈱MBS
企画（右下）での贈呈式。



ご静聴ありがとうございました！

生物多様性の主流化とネーチャーポジティブ社会

• 新世界目標が「三度目の正直」とな
り、世界がネイチャーポジティブに
向かうカギを握るのは、生物多様
性の保全と持続的な利用の重要性
が社会に広く認識され、あらゆる主
体の行動に反映される「生物多様
性の主流化」の社会への浸透をお
いてほかにない。

• 新世界戦略とそれを受けて策定される新国家戦略が
うまく機能することを期待したい。

道頓堀川で捕獲されたニホンウ
ナギ。多くのマスコミが取り上げ、
生物多様性の主流化に大きな貢
献をしたかもしれない。

（環農水研の報道提供資料より）
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